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Ⅰ． 生活保護行政が主であり、要介護高齢者が意識されていない時期（1945～1950 年） 
（1）1945 年「救済福祉に関する件」 
 第二次世界大戦後、日本は GHQ による占領統治下に置かれた。1945 年 12 月 8 日、GHQ
より日本帝国政府に対して覚書「救済および福祉計画の件」（SCAPIN404）が出され、1946
年１月から 6 月にかけての「失業者及びその他貧困者に対する食糧、衣料、住宅、医療、金
融的援助、厚生措置を与えるべき詳細かつ包括的計画」を、1945 年 12 月 31 日までに GHQ
に提出するように日本帝国政府に命じた。この覚書への回答として、同年 12 月 31 日に、日









 日本帝国政府による覚書「救済福祉に関する件」に対して、GHQ は 1946 年 2 月 27 日、
覚書「公的扶助（Public Assistant）」（SCAPIN775）において、①保護の無差別平等、②
保護の国家責任の明確化、③ 低生活の保障の三原則を指令した。この三原則に則り、同年




















ならない」という 3 原則を明示している。 
この勧告を受けて生活保護法は作り直され、1950 年 5 月 4 日公布した。同年に制定され










出産扶助、⑥生業扶助、⑦葬祭扶助」の 7 種類を定めた。 






Ⅱ． 高齢者福祉施設の設立の必要性が唱えられた時期（1950～1960 年） 
（1）1950 年「社会保障制度に関する勧告」 

















































Ⅲ． 居宅処遇の原則と施設処遇の改善が唱えられた時期（1970～1981 年） 
（1）1970 年「老人問題に関する総合的諸施策について」 









































































































































































Ⅴ． 高齢者の自立支援と生活の継続性が重視された時期（1994 年） 
（1）1994 年「新たな高齢者介護システムの構築を目指して」 
 1993 年 10 月に厚生大臣の私的懇談会として「高齢社会福祉ビジョン懇談会」が設置され、
1994 年 3 月 28 日に「21 世紀福祉ビジョン～少子・高齢社会にむけて～」と題する報告書を
まとめた。この中で、今後の社会福祉の方向について、年金・医療・福祉の割合を現行の「5：
4：1」から「5：3：2」へと転換していくことや、高齢者介護については新ゴールドプラン
を策定し 21 世紀に向けて新しい介護システムを構築していくことなどを提言している。 


























（2）1994 年「高齢者保健福祉推進 10 ヵ年戦略の見直しについて」 












Ⅵ． 介護を世帯単位から個人単位へと捉え直した時期（1995～1997 年） 
（1）1995 年「社会保障制度の再構築」 
 社会保障制度審議会は、1994 年９月８日に第二次報告を、1995 年７月４日に勧告を出し
ている。 











 また、1995 年 7 月 4 日勧告「社会保障制度の再構築」では、勧告序文において、この勧







④権利性、⑤有効性の 5 原則を明示している。 














 1995 年 2 月から、厚生大臣の諮問機関である老人保健福祉審議会において、高齢者介護























て国民の保健医療の向上及び福祉の増進を図ること」（第 1 条）を目的としている。 
介護対象については、「介護保険法」第７条「定義」において「要介護者」「要支援者」が
定義されている。「要介護者」とは、「１．要介護状態にある 65 歳以上の者、２．要介護状
















Ⅶ． 高齢者の尊厳を支えるケアを重視する時期（1999 年～） 
（1）1999 年「今後 5 か年の高齢者保健福祉施策の方向－ゴールドプラン 21－」 
1999 年 12 月 19 日、新ゴールドプランが 1999 年度で期間終了した後の高齢者保健福祉施
策の一層の充実を図るため、厚生・大蔵・自治３大臣合意により「今後５か年の高齢者保健




















（2）2003 年「2015 年の高齢者介護～高齢者の尊厳を支えるケアの確立について～」 
 2003 年３月、厚生労働省老人保健局長の私的研究会として「高齢者介護研究会」が設置さ







































に 38 年もの時間が経過している。 
 第二に、日本の高齢者介護政策はその介護概念が転換した時期により、７つに区分できる




























ンやベンクト・ニイリエが提唱し 1981 年の国際障害者年へと結実した。また、1970 年代に
ジャーメインとギッターマンらが提起した「人と環境の相互作用の機能不全から生活問題が
生じる」という生活モデル概念は、2001 年の WHO による ICF（国際生活機能分類）の生
活と障害の概念へと発展した。さらに、1982 年に採択された「高齢化に関する国際行動計
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